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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第56期

当第２四半期連結
累計期間

第56期
当第２四半期連結
会計期間

第55期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 14,752 7,714   37,330

経常利益 (百万円) 238 199 1,657

四半期(当期)純利益 (百万円) 99 93 775

純資産額 (百万円) ― 15,667 15,887

総資産額 (百万円) ― 23,330 25,169

１株当たり純資産額 (円) ― 756.45 767.62

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 4.97 4.67 38.74

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 64.9 61.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,578 ― 470

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 139 ― △ 277

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 376 ― △ 409

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 4,463 2,400

従業員数 (名) ― 938 922

(注)　1　当社は、四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標の推移については記載して

　 いない。

2　売上高には、消費税等は含まれていない。

3　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はない。

また、主要な関係会社についても異動はない。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(人)  938[ 277 ]

(注)  従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は[  ]内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ている。　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(人) 645[ 61 ]

(注)  従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は[  ]内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載してい

る。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】
　
(1) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおり

である。
　

区　　　　　　　　　分 金額（百万円）

通 信 設 備 所 外 工 事 6,468

電　気　通　信　工　事　事　業
通 信 設 備 所 内 工 事 1,703

通 信 工 事 材 料 販 売 1,004

計 9,175

　　 そ　　　の　　　他　　　の　　　事　　　業 34

合　　　　　　　　計 9,210

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。

(2) 売上実績

当第２四半期連結会計期間における売上実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおり

である。
　

区　　　　　　　　　分 金額（百万円）

通 信 設 備 所 外 工 事 4,456

電　気　通　信　工　事　事　業
通 信 設 備 所 内 工 事 2,219

通 信 工 事 材 料 販 売 1,004

計 7,679

　　 そ　　　の　　　他　　　の　　　事　　　業 34

合　　　　　　　　計 7,714

(注)  1　当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。

 2　完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりである。

相　　　手　　　先

当第２四半期連結会計期間

金額(百万円) 割合(％)

東日本電信電話株式会社（ＮＴＴ東日本） 4,107 53.2

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北 1,616 21.0

 3　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

 4　株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北は、平成20年７月１日付の組織変更により、株式会社エヌ・ティ・

ティ・ドコモ東北支社に名称を変更している。
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　(3) 売上にかかる四半期ごとの変動について

　当社グループでは、工事の引渡しが第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期

間から第３四半期連結会計期間における完成工事高は少なく、第４四半期連結会計期間の完成工事高が著

しく多くなる特徴がある。

　

　　なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は、次のとおりである。

　

建設業における受注工事高及び施工高の状況 

  (1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

　

期　　　別 区　　　分
前期繰越
工 事 高
(百万円)

当期受注
工 事 高
(百万円)

計
(百万円)

当期完成
工 事 高
(百万円)

次期繰越工事高
当期施工高
(百万円)手持工事高

(百万円)
うち施工高
(％、百万円)

当第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

電気通信
工事事業

通信設備
所外工事

2,23412,01914,2538,802 5,451 31 1,71210,266

通信設備
所内工事

1,938 2,6834,621 3,438 1,182 30 357 3,568

そ の 他 の 事 業 ― 54 54 54 ― ― ― 54

計 4,17214,75718,92912,295 6,633 31 2,07013,888

前 事 業 年 度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

電気通信
工事事業

通信設備
所外工事

1,97824,04226,02123,787 2,234 11 248 23,661

通信設備
所内工事

2,307 8,06010,3678,429 1,938 12 228 7,726

そ の 他 の 事 業 ― 193 193 193 ― ― ― 193

計 4,28532,29636,58232,409 4,172 11 476 31,581

　(注) 1　前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合には、当期受注工事高にその増減

　　　　  額を含めている。

　　　 2　次期繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。

　　　 3　当期施工高は、(当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高)に一致する。

　　　 4　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　

(2) 受注工事高

　

期　　　　別 区　　　　　分

東日本電信電話
株　式　会　社
(ＮＴＴ東日本)
(百万円)

そ　の　他
(百万円)

計
(百万円)

当第２四半期会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

電気通信
工事事業

通信設備所外工事 5,412 920 6,333

通信設備所内工事 199 1,181 1,380

そ　の　他　の　事　業 ― 34 34

計 5,611 2,137 7,748

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。
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  (3) 完成工事高

　

期　　　　別 区　　　　　分

東日本電信電話
株　式　会　社
(ＮＴＴ東日本)
(百万円)

そ　の　他
(百万円)

計
(百万円)

当第２四半期会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

電気通信
工事事業

通信設備所外工事 3,958 399 4,358

通信設備所内工事 148 1,927 2,076

そ　の　他　の　事　業 ― 34 34

計 4,107 2,362 6,469

(注)  1　完成工事高のうち主なものは、次のとおりである。

  　　　  当第２四半期会計期間　請負金額30百万円以上の主なもの

  　　 　東日本電信電話株式会社　福島支店　　　　　　　　福島（福島19-022）通信設備総合工事（アクセス）

  　　 　株式会社エヌ・ティ・ティ・エムイー　　　　　　　ＮＴＴ-ＭＥ殿設計業務受託（２）

  　　 　株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ　東北　　　　　横手赤坂　ＩＭＴ基地局建物設備工事（建物）

  　　 　東日本電信電話株式会社　岩手支店　　　　　　　　岩手（盛岡19-021）通信設備総合工事（アクセス）

  　　 　株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ　東北　　　　　松尾八幡平野駄　ＩＭＴ基地局建物設備工事（建物）

  　　　 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ　東北　　　　　藤崎林崎　ＩＭＴ基地局建物設備工事（建物）

  　　 　東日本電信電話株式会社　秋田支店　　　　　　　　秋田（秋田19-010）通信設備総合工事（アクセス）

 2　完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりである。

相　　　手　　　先

当第２四半期会計期間

金額(百万円) 割合(％)

東日本電信電話株式会社（ＮＴＴ東日本） 4,107 63.5

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北 1,616 25.0

 3　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

 4　株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北は、平成20年７月１日付の組織変更により、株式会社エヌ・ティ・

ティ・ドコモ東北支社に名称を変更している。

　

  (4) 手持工事高(平成20年９月30日現在)

　

区　　　　　　 分
東日本電信電話株式会社
(ＮＴＴ東日本)
(百万円)

そ　 の　 他
(百万円)

計
(百万円)

電気通信
工事事業

通信設備所外工事 4,314 1,136 5,451

通信設備所内工事 176 1,005 1,182

そ　 の　 他　 の　 事　 業 ― ― ―

計 4,491 2,142 6,633

(注)  1　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

 2　手持工事のうち請負金額50百万円以上の主なものは、次のとおりである。

  　　  仙台防衛施設局　　　　　　　　　　   大警(19)構内線路等整備工事　　　　  平成21年12月完成予定　　

　　　　東日本電信電話株式会社　青森支店 　　青森(青森20-015)通信設備総合工事　　平成21年３月完成予定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(アクセス)：青森ブロック(AW更改)予防保全

　　　　東日本電信電話株式会社　宮城支店 　　宮城(仙台20-014)通信(基盤)　　　　　平成21年５月完成予定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　仙台泉(電磁誘導)AC系設備整備工事

　　　　東日本電信電話株式会社　宮城支店 　　本吉町様「平成20年度本吉町地域　　　平成21年３月完成予定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公共ネットワーク整備工事」

  　　  東日本電信電話株式会社　山形支店　 　山形(米沢20-002)通信設備総合工事　　平成21年２月完成予定　　

　　　                                        (アクセス)
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２ 【経営上の重要な契約等】

　　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1)　経営成績の分析

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、国際金融市場の緊張が高まる中、景気の減速傾向

が強まり先行き不透明な状況となっている。

　情報通信分野においては、光ブロードバンド通信の本格化に伴い、光アクセス、インターネット、モバイ

ル等通信手段の多様化や、固定電話と移動電話、通信と放送の融合等ネットワーク及び事業構造の大きな

変革が始まっている。

　当社グループの主たる取引先であるＮＴＴグループでは、次世代ネットワーク(ＮＧＮ)サービスが10月

から東北エリアで順次展開され、高品質ＩＰ電話、映像配信システム等のブロードバンド・ユビキタス

サービスの展開を積極的に推進されている。

　また、各移動体通信キャリアにおいても、多機能携帯端末とデータ通信定額料金制の普及に伴い、通信事

業者間の激しい競争が繰り広げられている。

　このような経営環境の中、市場の変化とお客様のニーズに迅速に対応するため、当社グループでは「第

２次中期経営計画」(平成18年度～平成22年度)に基づき各種業務の効率化等に取り組んできた。 

その結果、売上高は7,714百万円、営業利益は181百万円、経常利益は199百万円、当四半期純利益は93百万

円となった。

　

　事業の種類別セグメント毎の営業概要は、次のとおりである。

(電気通信工事事業)

　当社グループの主たる受注先であるＮＴＴ東日本においては、光ブロードバンド通信市場の急速な拡大

等により他通信業者との競争が激化している中、サービスの高度化・多様化のための設備投資を推進す

る一方、料金の低廉化に対処するためのコストリダクションに取組んでおり、当社グループにとって経営

環境は引き続き厳しい状況にある。

　このような経営環境の中、「第２次中期経営計画」に基づき各種業務の効率化等に取組んできた結果、

当第２四半期連結会計期間における受注高は9,175百万円、完成工事高は7,679百万円となった。

(その他の事業)

　その他の事業としては、情報通信機器、防雪(風・砂)フェンスの販売及び一般土木工事の受注拡大に努

めた結果、当第２四半期連結会計期間における受注高は34百万円、完成工事高は34百万円となった。

(2)　財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は23,330百万円であり、前期末比1,838百万円減少した。流動資産

は14,161百万円で前期末比1,987百万円減少した。固定資産は9,168百万円で前期末比148百万円増加し

た。有形固定資産が前期末比310百万円の増加、無形固定資産が前期末比42百万円減少、投資その他の資産

については前期末比119百万円減少した。

　負債については7,663百万円と前期末比1,618百万円減少した。流動負債は4,019百万円で前期末比1,883

百万円減少した。

　純資産は15,667百万円で前期末比220百万円減少した。
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(3)　キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、4,463

百万円となった。

　当第２四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕

　当第２四半期連結会計期間における営業活動の結果、使用した資金は689百万円となった。これは、未成

工事支出金の増加(837百万円)、売上債権の増加(342百万円)、仕入債務の増加(370百万円)等によるもの

である。

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

　当第２四半期連結会計期間における投資活動の結果、使用した資金は126百万円となった。これは、有形

及び無形固定資産の取得による支出(97百万円)、定期預金の純増加額(30百万円)等によるものである。

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

　当第２四半期連結会計期間における財務活動の結果、使用した資金は42百万円となった。これは、リース

債務の返済による支出(24百万円)等によるものである。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はない。

　

(5)　研究開発活動

　電気通信工事の生産性の向上及び安全・品質確保のため、作業に必要な機械・工具・測定器等各種装置

の開発に取組んでいる。

　当第２四半期連結会計期間における当社グループの研究開発費は３百万円である。

①電気通信工事事業

・スロットロッド除去工具の開発

　光ケーブル内部には光心線を保護する収容部(スロットロッド)があり、光心線の接続時にはスロッ

トロッドを除去し作業を行う。Ｂフレッツの普及拡大に伴い大容量且つ細径のケーブル(1000心光

ケーブル)が新たに導入され、そのスロットロッド除去に使用する専用工具は熟練が必要で作業性が

悪かった。

　今回、作業効率を向上させ、安全且つ確実に新1000心光ケーブルのスロットロッドを除去する専用工

具を開発した。

・「３ＡＯオケルッチャー」(３号ＡＯクロージャ用作業台)の開発

　ＮＴＴ光架空ケーブル区間には、接続部収容装置(３号ＡＯクロ－ジャ)が取り付けられており、そこ

で光心線の接続を行っている。その際、治具を仮置きするスペースが確保できないことから、治具を落

下させ光ファイバーを破損させていた。このため接続を安定した状態で行える小型軽量作業台を開発

した。

・ＵＰクロージャ作業台の開発

　光ケーブル地中化区間のハンドホール内には接続部収容装置(ＵＰクロージャ)が取り付けられてい

る。クロージャでケーブル接続する際はＵＰクロージャをハンドホールの外へ取り出して作業する

が、固定治具がなく不安定な状態の作業のため、安定したケーブル接続作業が可能なＵＰクロージャ

作業台を開発した。

・パートナーカード管理ボックスの開発
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　ＯＰＴＯＳ(ＮＴＴ所外設備データベース)端末で使用するパートナーカードの管理は、間接業務の

増加と記録漏れ等の管理不徹底が課題となっていた。そのため簡単な操作でカード受領・返却の記録

ができる『パートナーカード管理ボックス』を開発した。

　

②その他の事業

　特に記載すべき事項はない。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。　　
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種　　　　　　　　類 発行可能株式総数(株)

普　　通　　株　　式 66,428,000

計 66,428,000

　

② 【発行済株式】

　

種　　類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提 出 日 現 在
発 行 数  (株)
(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内        容

普通株式 21,226,07121,226,071
東京証券取引所　(市

場第二部)
―

計 21,226,07121,226,071― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　 該当事項なし。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　 該当事項なし。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年    月    日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年９月30日 ― 21,226,071― 2,847 ― 2,641
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1-13-1 1,042 4.91

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1-6-6 1,019 4.80

モルガン・スタンレーアンドカ
ンパニーインク
(常任代理人　モルガン・スタン
レー証券株式会社)

1585BROADWAY NEW YORK, NEW YORK 10036,
U.S.A.
(東京都渋谷区恵比寿4-20-3)

1,000 4.71

株式会社七十七銀行 宮城県仙台市青葉区中央3-3-20 989 4.66

ＴＴＫ従業員持株会 宮城県仙台市若林区新寺1-2-23 644 3.04

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関3-7-3 525 2.47

株式会社アイチコーポレーショ
ン

埼玉県上尾市大字領家字山下1152-10 514 2.42

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1-1-5 477 2.25

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲1-2-1 323 1.52

株式会社みちのく銀行 青森県青森市勝田1-3-1 287 1.35

計 ― 6,821 32.13

(注)　別に、自己株式1,207千株(5.69%)を保有している。

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区　　　　　　分 株　式　数 (株) 議決権の数(個) 内　　　　　 容

無 議 決 権 株 式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,207,000

―
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 19,824,000 19,824 同        上

単 元 未 満 株 式 普通株式 195,071 ― 同        上

発 行 済 株 式 総 数 21,226,071― ―

総 株 主 の 議 決 権 ― 19,824 ―

(注) 1  「完全議決権株式数(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が8,000株(議決　　　　

　 権8個)含まれている。

　　　 2　「単元未満株式数」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が706株含まれている。
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② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所 有 者 の 氏 名
又　 は　 名 　称

所 有 者 の 住 所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）　　　　　株
式会社 ＴＴＫ

仙台市若林区新寺1-2-231,207,000― 1,207,0005.69

計 ― 1,207,000― 1,207,0005.69

(注)　当第２四半期会計期間末日現在における所有自己株式数は1,207,706株で、発行済株式総数に対する所有株式数の

割合は5.69％である。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
4月 5月 6月 7月 8月 9月

最高(円) 550 550 542 539 580 550

最低(円) 435 469 500 501 530 461

(注)　株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものである。　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。

　なお、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日内閣府令第50号)

附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年9月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年3月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 4,637 2,581

受取手形及び売掛金 640 695

完成工事未収入金 5,086 10,677

有価証券 404 299

未成工事支出金 2,282 705

材料貯蔵品 327 389

商品 265 208

繰延税金資産 355 430

その他 171 170

貸倒引当金 △9 △9

流動資産合計 14,161 16,149

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 4,971 4,920

機械装置及び運搬具 212 212

土地 2,842 2,863

リース資産 351 －

建設仮勘定 205 163

その他 871 868

減価償却累計額 △4,025 △3,908

有形固定資産合計 5,429 5,118

無形固定資産 208 251

投資その他の資産

投資有価証券 1,697 1,846

長期預金 500 500

繰延税金資産 1,191 1,155

その他 148 154

貸倒引当金 △7 △6

投資その他の資産合計 3,530 3,649

固定資産合計 9,168 9,019

資産合計 23,330 25,169
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年9月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年3月31日)

負債の部

流動負債

工事未払金 2,186 3,618

買掛金 1,172 1,197

短期借入金 33 67

リース債務 71 －

未払金 404 601

未払法人税等 49 273

未成工事受入金 7 －

完成工事補償引当金 7 7

工事損失引当金 6 －

その他 80 135

流動負債合計 4,019 5,903

固定負債

長期借入金 132 132

リース債務 252 －

退職給付引当金 3,076 3,055

役員退職慰労引当金 181 190

固定負債合計 3,643 3,378

負債合計 7,663 9,281

純資産の部

株主資本

資本金 2,847 2,847

資本剰余金 2,641 2,641

利益剰余金 9,738 9,939

自己株式 △369 △367

株主資本合計 14,858 15,061

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 284 308

評価・換算差額等合計 284 308

少数株主持分 524 517

純資産合計 15,667 15,887

負債純資産合計 23,330 25,169

EDINET提出書類

株式会社ＴＴＫ(E00193)

四半期報告書

16/27



　(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年4月 1日
 至 平成20年9月30日)

売上高

完成工事高 12,791

兼業事業売上高 1,961

売上高合計 14,752

売上原価

完成工事原価 11,375

兼業事業売上原価 1,881

売上原価合計 13,256

売上総利益

完成工事総利益 1,416

兼業事業総利益 79

売上総利益合計 1,496

販売費及び一般管理費 ※1
 1,307

営業利益 188

営業外収益

受取利息 6

受取配当金 25

雑収入 24

営業外収益合計 56

営業外費用

支払利息 1

雑支出 5

営業外費用合計 7

経常利益 238

特別利益

投資有価証券売却益 1

その他 0

特別利益合計 1

特別損失

固定資産除却損 9

たな卸資産評価損 7

減損損失 21

その他 4

特別損失合計 43

税金等調整前四半期純利益 196

法人税、住民税及び事業税 31

法人税等調整額 55

法人税等合計 86

少数株主利益 10

四半期純利益 99
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年7月 1日
  至 平成20年9月30日)

売上高

完成工事高 6,675

兼業事業売上高 1,039

売上高合計 7,714

売上原価

完成工事原価 5,873

兼業事業売上原価 999

売上原価合計 6,872

売上総利益

完成工事総利益 801

兼業事業総利益 39

売上総利益合計 841

販売費及び一般管理費 ※1
 660

営業利益 181

営業外収益

受取利息 4

雑収入 15

営業外収益合計 20

営業外費用

支払利息 0

雑支出 1

営業外費用合計 1

経常利益 199

特別損失

固定資産除却損 0

減損損失 21

その他 1

特別損失合計 23

税金等調整前四半期純利益 176

法人税、住民税及び事業税 23

法人税等調整額 52

法人税等合計 75

少数株主利益 6

四半期純利益 93
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　(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年4月 1日
 至 平成20年9月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 196

減価償却費 183

減損損失 21

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △9

退職給付引当金の増減額（△は減少） 21

工事損失引当金の増減額（△は減少） 6

受取利息及び受取配当金 △31

有形固定資産除売却損益（△は益） 1

無形固定資産除売却損益（△は益） 7

投資有価証券売却損益（△は益） △1

売上債権の増減額（△は増加） 5,645

未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,577

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） △2

たな卸資産評価損 7

仕入債務の増減額（△は減少） △1,458

未成工事受入金の増減額（△は減少） 7

未払金の増減額（△は減少） △175

その他 △80

小計 2,764

利息及び配当金の受取額 31

法人税等の還付額 29

法人税等の支払額 △247

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,578

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 7

有形固定資産の取得による支出 △113

有形固定資産の売却による収入 2

無形固定資産の取得による支出 △39

投資有価証券の売却による収入 3

貸付けによる支出 △3

貸付金の回収による収入 6

その他 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー △139

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △34

リース債務の返済による支出 △36

配当金の支払額 △300

少数株主への配当金の支払額 △3

自己株式の取得による支出 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △376

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,063

現金及び現金同等物の期首残高 2,400

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 4,463
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　
　至　平成20年９月30日)

１　連結の範囲の変更

　該当事項なし。

 

 

２　持分法適用の範囲の変更

　該当事項なし。

 

 

３　連結子会社の四半期連結決算日の変更

　該当事項なし。

 

 

４　会計処理の原則及び手続の変更

(1)　棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　従来、先入先出法による原価法によっていたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」(企業会計基準第9号　平成18年７月５日)が適用されたことに伴い、先入先出法による原価法

(貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)により算定している。

　これにより、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益が

７百万円減少している。

 

(2)  リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっていたが、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計審議

会第一部会)、平成19年３月30日改正))及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第16号(平成６年１月18日(日本公認会計士協会 会計制度委員会)、平成19年３月30日改正))が平成

20年４月１日以降開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることに

なったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会

計処理によっている。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法

については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、前連結会

計年度末における未経過リース料残高を取得価額とし、期首に取得したものとしてリース資産を計上する

方法によっている。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、リース資産が有形固定資産に３億51百万円計上されてい

る。なお、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は

ない。

 

５　四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲の変更

　該当事項なし。
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【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　
　至　平成20年９月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定している。

 

２　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっている。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績予想やタックス・

プランニングを利用する方法によっている。

 

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　　当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　　　該当事項なし。

【追加情報】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　
　至　平成20年９月30日)

工事損失引当金

　従来、受注工事損失は、工事完成時に計上する方法によっていたが、期間損益をより適切に表示するために、第１

四半期連結会計期間より、受注工事の損失に備えるため、当第２四半期連結会計期間末における手持工事のうち、

損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上している。

これにより当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ６百万円

少なく計上されている。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　該当事項なし。

　

(四半期連結損益計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  
至　平成20年９月30日)

※１　販売及び一般管理費のうち主な費用及び金額は、次のとおりである。

　　・従業員給与手当　　529　百万円

　　・退職給付費用　　　 50　百万円

　２　当社グループでは、工事の引渡しが第４四半期連結会計期間中に集中しているため、第１四半期連結会計期間

から第３四半期連結会計期間における完成工事高は少なく、第４四半期連結会計期間の完成工事高が著しく多

くなる特徴がある。

　

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

※１　販売及び一般管理費のうち主な費用及び金額は、次のとおりである。

　　・従業員給与手当　　272　百万円

　　・退職給付費用　　　 26　百万円

 
　２　当社グループでは、工事の引渡しが第４四半期連結会計期間中に集中しているため、第１四半期連結会計期間

から第３四半期連結会計期間における完成工事高は少なく、第４四半期連結会計期間の完成工事高が著しく多
くなる特徴がある。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金 4,637百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △   174　〃

現金及び現金同等物 4,463百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株　式　の　種　類
当　第　２　四　半　期
連　結　会　計　期　間　末

普　通　株　式　(株) 21,226,071

　

　

２　自己株式に関する事項

株　式　の　種　類
当　第　２　四　半　期
連　結　会　計　期　間　末

普　通　株　式　(株) 1,207,706

　

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項なし。

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年6月27日
定時株主総会

普通株式 300 15平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年11月7日
取締役会

普通株式 200 10平成20年９月30日 平成20年11月27日 利益剰余金

　　　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　該当事項なし。

　

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動はない。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、その他有価証券で時価のあるもので、減損処理を行ったも

のはない。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項なし。

　なお、期日前解約特約付変動金利定期預金は、時価評価の必要のない複合金融商品であり、注記の対象

から除いている。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

事業の種類として「電気通信工事事業」及び「その他の事業」に区分しているが、全セグメントの売

上高の合計、営業利益の合計額に占める「電気通信工事事業」の割合が、いずれも90％を超えているた

め、事業の種類別セグメント情報を省略した。

　

　

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

本邦以外に所在する支店及び連結子会社がないため、記載を省略した。
　

　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

海外売上高がないため、記載を省略した。

　

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

756.45円 767.62円

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 4.97　円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―　円

(注)　1　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載していない。

2　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 99

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 99

普通株式の期中平均株式数(千株) 20,020
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第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 4.67　円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―　円

(注)　1　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載していない。

2　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 93

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 93

普通株式の期中平均株式数(千株) 20,019

　

(重要な後発事象)

該当事項なし。

　

２【その他】

　第56期(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)中間配当については、平成20年11月７日開催の取

締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対

し、次のとおり中間配当を行うことを決議した。

①　配当の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 200百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　10円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成20年11月27日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月５日

株式会社　ＴＴＫ

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　尾　　町　　雅　　文　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　谷　　藤　　雅　　俊　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ＴＴＫの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成

20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月

30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＴＴＫ及び連結子会社の平成20年９

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営

成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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